
1. 国内取引の場合

［1］国内において行うものとは

　消費税は国内取引に対して課税されます。

　事業者が国内と国外にわたって取引を行っている場合は、以下

の判定基準をもとに、国内取引であるか国外取引であるかを判定

します。

ポイント
◎国内と国外にわたって取引を行っている場合は、その取引内
　容に応じて、国内取引であるかどうかの判定が必要です。

　課税対象は、次の要件を全て満たす取引となります。

［2］事業者が事業として行うものとは

　法人が行う取引は全て「事業として」に該当します。

　個人事業者の場合は、事業者の立場と消費者の立場とを兼ねて

いますから、事業者の立場で行う取引が「事業として」に該当し、

消費者の立場で行う資産の譲渡（例：家庭で使用しているテレビ

等家事用資産の売却）等は「事業として」に該当しません。

事業者 事業

・個人事業者（事業を行う個人）

・法人

対価を得て行われる資産の譲渡等を反復、

継続かつ独立して遂行すること（注5）

　事業者が事業として行う取引を課税対象としています。

注5

事業活動に付随して行われ
る取引（例えば事業用固定
資産の譲渡など）も事業に
含まれます。

注3

譲渡又は貸付けの対象資産
が船舶、航空機、特許権等
の場合は、その船舶等の登
録をした機関の所在地等が
国内であれば国内取引にな
ります。

参照→電気通信利用役務の
提供に該当するものについ
てはP45

注4

運輸、通信その他国内と国
外の双方にわたって行われ
る役務の提供などの場合には、
発送地や到着地等の場所が
国内であれば国内取引になり
ます。

ポイント ◎個人事業者は、事業者の立場で行う取引が課税の対象です。

［1］国内において行うもの（国内取引）であること。

［2］事業者が事業として行うものであること。

［3］対価を得て行うものであること。

［4］資産の譲渡、資産の貸付け、役務の提供であること。

①　資産の譲渡又は貸付けの場合

　資産の譲渡又は貸付けが行われる時において、その資産の

所在する場所が国内であれば国内取引になります。（注3）

　したがって、その資産の所在する場所が国外であれば、消

費税の課税対象外（いわゆる「不課税取引」）になります。

　　
②　役務の提供の場合

　役務の提供が行われた場所が国内であれば、国内取引にな

ります。（注4）

　したがって、その役務の提供が行われた場所が国外であれ

ば、消費税の課税対象外（不課税取引）になります。
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2 どんな取引が課税対象？
この章では、「消費税が課税される取引」について説明します。

　消費税の課税対象は、「1. 国内取引」と「2. 輸入取引」に限られ、国外で行われる取

引は課税対象にはなりません。

注1 資産の譲渡等とは、事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいいます。

注2 資産の譲渡等のうち特定資産の譲渡等（参照→P45）に該当するものは、特定課税仕入れとして役務の
提供を受けた事業者に納税義務が課されます。
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［1］国内において行うものとは

　消費税は国内取引に対して課税されます。

　事業者が国内と国外にわたって取引を行っている場合は、以下

の判定基準をもとに、国内取引であるか国外取引であるかを判定

します。

ポイント
◎国内と国外にわたって取引を行っている場合は、その取引内
　容に応じて、国内取引であるかどうかの判定が必要です。

　課税対象は、次の要件を全て満たす取引となります。

［2］事業者が事業として行うものとは

　法人が行う取引は全て「事業として」に該当します。

　個人事業者の場合は、事業者の立場と消費者の立場とを兼ねて

いますから、事業者の立場で行う取引が「事業として」に該当し、

消費者の立場で行う資産の譲渡（例：家庭で使用しているテレビ

等家事用資産の売却）等は「事業として」に該当しません。
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・個人事業者（事業を行う個人）

・法人

対価を得て行われる資産の譲渡等を反復、

継続かつ独立して遂行すること（注5）

　事業者が事業として行う取引を課税対象としています。

注5

事業活動に付随して行われ
る取引（例えば事業用固定
資産の譲渡など）も事業に
含まれます。

注3

譲渡又は貸付けの対象資産
が船舶、航空機、特許権等
の場合は、その船舶等の登
録をした機関の所在地等が
国内であれば国内取引にな
ります。

参照→電気通信利用役務の
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注4

運輸、通信その他国内と国
外の双方にわたって行われ
る役務の提供などの場合には、
発送地や到着地等の場所が
国内であれば国内取引になり
ます。

ポイント ◎個人事業者は、事業者の立場で行う取引が課税の対象です。

［1］国内において行うもの（国内取引）であること。

［2］事業者が事業として行うものであること。

［3］対価を得て行うものであること。

［4］資産の譲渡、資産の貸付け、役務の提供であること。

①　資産の譲渡又は貸付けの場合

　資産の譲渡又は貸付けが行われる時において、その資産の

所在する場所が国内であれば国内取引になります。（注3）

　したがって、その資産の所在する場所が国外であれば、消

費税の課税対象外（いわゆる「不課税取引」）になります。

　　
②　役務の提供の場合

　役務の提供が行われた場所が国内であれば、国内取引にな

ります。（注4）

　したがって、その役務の提供が行われた場所が国外であれ

ば、消費税の課税対象外（不課税取引）になります。
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 資産の譲渡又は貸付けが行われる時において、その資産の所

在する場所が国内であれば国内取引になります。

 したがって、その資産の所在する場所が国外であれば、消費

税の課税対象外（いわゆる「不課税取引」）になります。

（注3）

 役務の提供が行われた場所が国内であれば、国内取引になり

ます。（注4）

 したがって、その役務の提供が行われた場所が国外であれば、

消費税の課税対象外（不課税取引）になります。
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1. 国内取引の場合

［1］国内において行うものとは

　消費税は国内取引に対して課税されます。

　事業者が国内と国外にわたって取引を行っている場合は、以下

の判定基準をもとに、国内取引であるか国外取引であるかを判定

します。

ポイント
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いますから、事業者の立場で行う取引が「事業として」に該当し、

消費者の立場で行う資産の譲渡（例：家庭で使用しているテレビ

等家事用資産の売却）等は「事業として」に該当しません。
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・個人事業者（事業を行う個人）

・法人

対価を得て行われる資産の譲渡等を反復、

継続かつ独立して遂行すること（注5）

　事業者が事業として行う取引を課税対象としています。

注5

事業活動に付随して行われ
る取引（例えば事業用固定
資産の譲渡など）も事業に
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の場合は、その船舶等の登
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ポイント ◎個人事業者は、事業者の立場で行う取引が課税の対象です。

［1］国内において行うもの（国内取引）であること。

［2］事業者が事業として行うものであること。

［3］対価を得て行うものであること。

［4］資産の譲渡、資産の貸付け、役務の提供であること。
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　したがって、その資産の所在する場所が国外であれば、消

費税の課税対象外（いわゆる「不課税取引」）になります。

　　
②　役務の提供の場合

　役務の提供が行われた場所が国内であれば、国内取引にな
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　したがって、その役務の提供が行われた場所が国外であれ

ば、消費税の課税対象外（不課税取引）になります。
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2 どんな取引が課税対象？
この章では、「消費税が課税される取引」について説明します。

　消費税の課税対象は、「1. 国内取引」と「2. 輸入取引」に限られ、国外で行われる取

引は課税対象にはなりません。

注1 資産の譲渡等とは、事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいいます。

注2 資産の譲渡等のうち特定資産の譲渡等（参照→P45）に該当するものは、特定課税仕入れとして役務の
提供を受けた事業者に納税義務が課されます。

資産の譲渡等に
該当しない取引

課税資産
の譲渡等

資産の譲渡等

免
税
取
引
（
輸
出
等
）

課
税
取
引

不
課
税
取
引

不
課
税
取
引

課
税
取
引

（
課
税
貨
物
の
引
取
り
）

2. 輸入取引

P9P12

P14

P15

P9～10

国内取引の場合

国外で
行われる取引

1. 国内取引

事業者が行う取引

P11
輸入取引の場合

（注1）（注2）

非
課
税
取
引

非
課
税
取
引
（
１３
項
目
）

1. 国内取引の場合

［1］国内において行うものとは

　消費税は国内取引に対して課税されます。

　事業者が国内と国外にわたって取引を行っている場合は、以下

の判定基準をもとに、国内取引であるか国外取引であるかを判定

します。

ポイント
◎国内と国外にわたって取引を行っている場合は、その取引内
　容に応じて、国内取引であるかどうかの判定が必要です。

　課税対象は、次の要件を全て満たす取引となります。

［2］事業者が事業として行うものとは

　法人が行う取引は全て「事業として」に該当します。

　個人事業者の場合は、事業者の立場と消費者の立場とを兼ねて

いますから、事業者の立場で行う取引が「事業として」に該当し、

消費者の立場で行う資産の譲渡（例：家庭で使用しているテレビ

等家事用資産の売却）等は「事業として」に該当しません。

事業者 事業

・個人事業者（事業を行う個人）

・法人

対価を得て行われる資産の譲渡等を反復、

継続かつ独立して遂行すること（注5）

　事業者が事業として行う取引を課税対象としています。

注5

事業活動に付随して行われ
る取引（例えば事業用固定
資産の譲渡など）も事業に
含まれます。

注3

譲渡又は貸付けの対象資産
が船舶、航空機、特許権等
の場合は、その船舶等の登
録をした機関の所在地等が
国内であれば国内取引にな
ります。

参照→電気通信利用役務の
提供に該当するものについ
てはP45

注4

運輸、通信その他国内と国
外の双方にわたって行われ
る役務の提供などの場合には、
発送地や到着地等の場所が
国内であれば国内取引になり
ます。

ポイント ◎個人事業者は、事業者の立場で行う取引が課税の対象です。

［1］国内において行うもの（国内取引）であること。

［2］事業者が事業として行うものであること。

［3］対価を得て行うものであること。

［4］資産の譲渡、資産の貸付け、役務の提供であること。

①　資産の譲渡又は貸付けの場合

　資産の譲渡又は貸付けが行われる時において、その資産の

所在する場所が国内であれば国内取引になります。（注3）

　したがって、その資産の所在する場所が国外であれば、消

費税の課税対象外（いわゆる「不課税取引」）になります。

　　
②　役務の提供の場合

　役務の提供が行われた場所が国内であれば、国内取引にな

ります。（注4）

　したがって、その役務の提供が行われた場所が国外であれ

ば、消費税の課税対象外（不課税取引）になります。
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P49

P12 P15 P9

P9～10 P14 P11
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、国や地方公共団体から支
給を受ける助成金・給付金（対価性がないため）

国境を越えた役務の提供に係
る消費税の課税関係について
は「第9　国境を越えた役務の
提供に係る消費税の課税関
係は？」（P45）をご参照くだ
さい。

27

　資産の譲渡等に対して反対給付を受けること（＝反対給付として対
価を得る取引）をいいます。（注6）
　したがって、寄附金、補助金のようなものは一般的には資産の譲渡
等の対価に該当せず、原則として課税対象になりません。また、無償
の取引（みなし譲渡に該当するものは除く。）や利益の配当、宝くじ
の当せん金等も同様に課税対象になりません。

［3］対価を得て行うものとは

［4］資産の譲渡、資産の貸付け、役務の提供とは

①　資産の譲渡とは

ポイント ◎対価を得る取引とは、反対給付を受ける取引のことです。

　売買や交換等の契約により、資産の同一性を保持しつつ、他人に
移転することをいいます。

「資産」 ＝

棚卸資産、機械装置、建物などの有形資産
商標権、特許権などの無形資産など
取引（譲渡又は貸付け）の対象となるものは
全て含まれます。

②　資産の貸付けとは
　賃貸借や消費貸借等の契約により、資産を他の者に貸し付け、使
用させる一切の行為をいいます。（注7）
　なお、「資産を他の者に使用させる」とは、動産、不動産、無体
財産権その他の資産を他の者に使用させること（例：自動車のレン
タル、貸倉庫や貸金庫の賃貸）をいいます。

　請負契約、運送契約、委任契約、寄託契約などに基づいて労務、
便益その他のサービス（例：請負、宿泊、飲食、出演、広告、運送、
委任）を提供することをいいます。
　また、税理士、公認会計士、作家、スポーツ選手、映画俳優、棋
士などによる、その専門的知識、技能に基づく役務の提供もこれに
含まれます。

　［1］～［4］の要件のどれか一つでも満たしていない取引は、
消費税の課税対象外（不課税取引）です。

注6

参照→みなし譲渡はP27

代物弁済、負担付き贈与、交換、
現物出資等は、対価を得て行
われる資産の譲渡等に含まれ
ます。

注7

資産の貸付けには、不動産、
無体財産権その他の資産に地
上権、利用権、実施権等の権
利を設定する行為も含まれま
す。

注8

国境を超えた役務の提供に係
る消費税の課税関係について
は「第9　国境を超えた役務の
提供に係る消費税の課税関
係は？」（P49）をご参照くだ
さい。

③　役務の提供（注8）とは
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、国や地方公共団体から支
給を受ける助成金・給付金（対価性がないため）

国境を越えた役務の提供に係
る消費税の課税関係について
は「第9　国境を越えた役務の
提供に係る消費税の課税関
係は？」（P45）をご参照くだ
さい。

２． 輸入取引の場合

　保税地域（注9）から引き取られる外国貨物（注10）
が課税対象です。
　また、保税地域において外国貨物が消費され
又は使用された場合には、その消費又は使用し
た者がその消費又は使用の時に外国貨物を保税
地域から引き取るものとみなして課税されます。

ポイント ◎課税対象＝保税地域から引き取られる外国貨物

注9

注10

「保税地域」とは、輸出入
手続を行い、また、外国貨
物を蔵置し又は加工、製造、
展示等をすることができる
特定の場所をいいます。

「外国貨物」とは、外国か
ら国内に到着した貨物で、
輸入が許可される前のもの
及び輸出許可を受けた貨物
をいいます。

、国や地方公共団体から支
給を受ける助成金・給付金（対価性がないため）

国境を越えた役務の提供に係
る消費税の課税関係について
は「第9　国境を越えた役務の
提供に係る消費税の課税関
係は？」（P45）をご参照くだ
さい。

　私は個人で事業を営んでいます。この度、
自宅と店舗を売却しましたが、これらは消
費税の課税対象となるでしょうか？

　消費税の課税対象外（不課税取引）とされる取引には、
どのようなものがありますか。

　課税対象となる取引は、事業者が事業として行う
取引です。
　したがって、消費者の立場で行う自宅の売却は課
税の対象となりませんが、店舗の売却は事業者が事
業として行う取引ですので課税の対象になります。

　例えば、次のようなものがあります。
①　保険金、共済金など保険事故の発生に伴う収入
（対価性がないため）
②　寄附金、税金、見舞金、国や地方公共団体から支
給を受ける助成金・給付金（対価性がないため）

（参考）国境を越えた電子商取引に係る消費税の課税関係について【令和10年４月１日から実施】
　事業者がECサイトなど通信販売の方法により国内以外の地域から国内に宛てて発送する資産の譲
渡のうち、一定の貨物については、国内において行われた資産の譲渡として消費税の課税対象となり
ます。
　また、上述の資産の譲渡及び国外事業者が国内において行う資産の譲渡について、一定のプラット
フォーム事業者が提供するデジタルプラットフォームを介して行う一定のものについては、当該プラ
ットフォーム事業者が行ったものとみなして申告・納税を行うこととなります。
　詳しくは、国税庁ホームページ内の「国境を越えた電子商取引に係る
消費税の課税関係について」に掲載しているリーフレットやQ&Aをご
参照ください。
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